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E .R.ロ ル フ著 「財 政 の 経 済 理 論 」

EadR.Rolph,Tlie7「 ゐθoぴ げFiscalEconomics(Berkley

andLosAngeles:UniversityofCaliforniaPress,1954,

2ndPr圭nting,1956).Pp.xiv十310.

早 見 弘

1

くり

この本は表題が しめす ように,理 論的な研究書で ある。財政制度 ・財政史に

く　　

ついては,ほ とん どふれ て い な い。i著者 の い うFiscalTheoryま た はFiscal

Eoonomicsの 意味 は,「 経 済 理 論 を政 府 活 動 の効 果 に応用す る」分析 をいい,

また こ こで い う効 果 とは 「政 府 の財政活動 が民間経済部門にあた える効果」を

さす。 この意味では,「 経 済 的安 定 を確 保 す るた め に,政 府 の経 費 と収 入 を バ
くの

ラ ンシ ン グ ・プ アク タ と して 利 用 す る」 い わ ゆ るFiscalPolicyを 連 想 させ る け

れ ど も,本 書 の 内 容 は,フ ィス カ ル ・ポ リシ イの理 論 内 容 が しめ して い る よ う

に,特 定 の 政 策 目標 を あ た え られ た も の と して,ど の よ うな 交 替 的 財 政 手 段 が

あ る か,そ の 効 率 は どれ ほ どか とい う問 題 に,直 接 的 に は 答 え よ う と して は い

な い 。 この 稿 で の べ る よ うに,フ ィス カ ル ・ポ リシ イの 分 析 用 具 と な っ て い る

所 得 ・流 量 分 析 よ りは,資 産 ・存 在 量 分 析 を 強 調 し,特 定 の 政 策 目標 を 達 成 す

る た め の 効 率 的 な 手 段 の 選 択 に 答 え る と い うよ りは,租 税 とそ の 逆 の 符 号 を も

つ 補 助 金 とが,民 間 経 済 主 体 に どの よ うな 所 得 効 果 と価 格 ・資 源 の 再 配 分 効 果 .

(1)表 題を直 訳す ると,「 財政 経済学 の理 論」 とな るであろ うが,こ こでは表 記の

よ うに訳 した。 なお著 者E。R.Rolphは カ リフ ォルニヤ大 学教授。Rolphは,発 音

に近 く書 くと,お そ らくラルフで あろ うが,わ が 国の慣 用的表 記に したが って ロル

フ と書 いた。

(2)著 者には,GeorgeF.Breakと の共著,PublicFinance(NewYork:RonaldPress,

1961),PP.viii+586,が あ る。 財政学 の教科 書 として書 かれて い るこの近刊 の本に

は,ア メ リカの財政 制度 の解説 と旧著 でのべ てい る理論 の説 明 を併行 させて い る。

理論 の展開 としては,本 稿 で と りあげ た旧著 のほ うが詳 細 で ある。

(3)J.A.Mawell,FiscalPolic;」,:1tsTechniquesandlnstitutionalSetting(New・

York:H.Holt&Co.,1955),p.8.
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を もた らすか につ いて,一 般 均 衡分 析 にそ って 答 え よ うとしてい る。 この意味

では,ロ ル フ教 授 の意 欲 的 ・論 争 的 な この書物 は,NomユativeTheoryと い うよ

りは,PureTheoτyを 展 開 して い る とい え る。

財 政 学 の各論 のなかで,純 粋 経 済理 論 を財 政 活 動 の効果 の分 析に応用 して き

た分野 は,租 税 転 嫁 論 で あ った。 と くに ロル フ教授 の消費税転 嫁分析は,租 税

転 嫁論 の流 れ の なか で,特 色 あ る性 格 と強 調 の側 面 を もってい る。 それは伝統

的 な消費税 の消費者 負担 または広 くいって買い手 負担の理 論にたい して,消 費

税 は 生 産 要 因所 得 の減 少 を もた らす ことを論証 してい る点にあ る。 消費税の要

因 所得帰着 とい う結論は,す で にHarryGunnisonBrownが のべ た ことで あ っ
(1)

たけれ ども,ロ ル フ教 授 は ブ ラ ゥ ソの 一般 消費税について え られ た この 結論

を,部 分 消費 税 に,さ らに 輸入 関 税 に も適 用 し,拡 充 を は か って い る。 現 在 で

は,は じめて 論文 と して発 表 され た 年代か らみて,・消費 税 転 嫁 に つ いて の この

命 題 は,ブ ラ ゥ ソー ロル フ ・ケ ース と して知 られてい る。 しか し本書のほかの

部分につ いては,脚 注 や租 税 の経 済 理 論 と して参 考文 献にあげ られ る程度で,

本 書 の 内容 を 比較 的詳 細 に紹 介 ・検討 した文 献は,私 の知 るか ぎ り少 ない よ う
くの

で あ る。

本書は 以下 の各章か らな りた っている。

1.序 説(P.1)

2.政 府 目的 対 民 間 目的(p.20)

3.政 府 の社 会 費 用(P.38)

4.政 府 と社 会 会 計(p。55)

(1)``TheIncidenceofaGeneralOutputoraGe【1eralSalesTax,"lournalqプ 、Po魏1`αJ

Eooηo卿,VoLXLVII,No.2(Apri1,1939).こ の 論 文 はMusgraveandShouped.,

ReadingsintheEconomicsofTaxation(Homewood:R.Irwin,Inc.,1959),pp.330

-9
,に 収 録 さ れ て い る。 本 稿 は こ れ に 依 っ た。

(2)宇 田 川 璋 仁,「 消 費 税 転 嫁 の 一 吟 味 」 エ コ ノ ミ ァ(横 浜 国 大),Vol.V,Nos.

2&3(1954年5月),PP.40-8.

厚 見 博,「 租 税 の 帰 着 に つ い て 」 経 済 学(大 阪 大),Vol.8,No.3(1958年10月),

pp.425-430.

菅 原 修,メ ー リ ン ク著 租 税 転 嫁 論:訳 者 解 説(1960年9月),pp.308-10.

RichardGoode,``Rolph,TheTheorptofFiscalEconomics,"AmericanEconomic

Review,Vo1.XLV,No.3(June,1955),PP.434-7.

JamesM.Buchanan,"Rolph,TheTheor]ofFiscalEconomics,"JournatofPolitical

Economp,Vol.LXIII,No.6(D㏄ 。,1955),pp.536-7.
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5.財 政理論の貨幣的基礎

6.消 費税 と補助金一 競争的価格決定一

7.消 費税 と補助金一 非競争的価格決定一

8.輸 入関税一 自己調節的為替相場一

9.輸 入関税一 固定為替相場一

ユ0.租 税 と労働意欲

11.投 資と資本価値への租税効果

12.不 確実性 。租税および投資

この12章 の構成をみると,は じめの5章 までは,

一121-一 一

(P.82)

(P.123)

(P.148)

(P.172)

(P.200)

(P.227)

(P.259)

(P.285)

ロルフ教授の方法論 と財政

理論の基礎的諸問題を とりあつかい,そ れ とともに6章 以下の,広 い意味でみ

た租税転嫁分析の布石をおいている。もう少 し詳 しくい うならば,序 説でのべ

る租税の経済理論における方法が,4・5章 でいっそ う体系的にのべ られる。 こ

の基礎的諸問題のなかでは,政 府活動の範囲と政府活動の分類について,と く

にその財政的裏付け となる政府経費の資源配分効率の評価 をめ く・る2・3章 は,

租税 と経費には直接的連絡がない と考える著者の主張か らみると,い くぶん独

立 した二章にみえる。 この ような前段をへて,6・7章 の消費税転嫁分析,8・

9章 の輸入関税転嫁分析,11・12章 の確実な予想条件の もとでの投資の租税効

果,不 確実予想の もとでの投資選択の誘因分析へ とうけつがれてゆ く。10章 の

労 働意欲にあたえる租税の効果は,分 析方法か らみると11・12章 と類似の手法

をもちいるけれ ども,本 書における転嫁理論の二章編成か らみると独立の一章

である。論 旨の展開は きわ めて注意ぶか くすすめ られ,文 体はRichardG(x)偽
くユ　

の 言葉 を借 りて い うと,"clearandforceful"で あ る。

以上 の よ うな本 書 の構 成 か らみて,こ の 稿 で は まず5章 まで の 主 な論 点 を の

べ,消 費 税 と輸 入 関税 を一 つ の区分 と し,労 働 意 欲 ・投 資 選 択 に あ た え る租税

の効果 を も う一つの区分 としよ う。 。

H

FiscalEconomicsは 政 府 の 財政 活 動 が民 間経 済 部 門 にあたえ る効果 を と りあ

(1)Op.cit.,p.434.
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つか うものである。 ここに財政活動 とは,「 政府による財貨 ・用役および請求

権の売買,正 ・負の移転支払い」(P.1)を い う。本書は とくに正 ・負の移転支

払いの もつ意味を明らかに しようとい う。正の符号をもつ移転支払いとは,政

府の勘定か らみてその増加 となるものであり,直 接税 ・間接税をとわず租税収

入が これにあたる。負の符号を もつ移転支払いとは,同 じように政府の勘定か

らみてその減少 となるものである。補助金がこれにあたる。政府の財貨 ・・用役

の購入費は,負 の移転支払いではない。移転支払いまたはそれを受けとる側の

収入の増加 となる移転所得 とは,「 なん らかの経常的用役 ・生産物あるいは資

産供給の対価 としてでな く,人 あるいは人のグループに発生 した貨幣あるいは

実物価値に よる所得」(P.58)を さす。移転所得を考慮に入れた うえで,政 府を

含めたいかなるグループの所得で も,「 そのグループの支配のもとにおかれ る

諸資源の収入,プ ラスその グループの受けとるすべての移転支払い,マ イナス

そのグループの支出するすべての移転支払い」(p.57)を 意味する。は じめの所

得項 目となっている,グ ル ープの支配の もとにおかれ る諸資源の収入 とは,政

府 ・法人 ・個人の各 グル ープがそれぞれの所有する人的労働力をふ くめて,実

質諸資源の使用について有効な意志決定をおこな うことにより,獲 得 した貨幣

利得である。ただ し資本利得および損失はのぞかれ る。 この定義で問題 となる

のは,は た して政府は所得受領者たる資格があるのであろうか。 また二項 ・三

項を構成 している正 ・負の移転支払いのなかで,株 式配当 ・銀行利子および公

債利子 ・社債利子は,サ ービスの対価であるのか,あ るいは移転所得なのであ

ろ うか,と い うことであろ う。 また国民所得概念のなかで,租 税 と補助金の処

理に関連 した問題として,要 素費用国民所得を計算するために,ふ つ う市場価

格国民所得か ら間接税を控除し,補 助金を加えるけれ ども,そ の論拠は正当で

あろ うか。 これ らの問題は,政 府の財政活動に関係のあ る国民所得会計の諸問、

題と してのみでな く,ロ ル フ教授の主張する消費税転嫁分析の理論構成を知る

うえに も重要な関連事項 といえようポ

第一の政府の所得受領者たる資格の問題について,著 者 の見 解 は こうであ

る。所得を うるとい うことは,上 述の定義に もあるよ うにあるグループの支配

のもとにおかれている諸資源の使用にたい してえられるものである。支配の も.
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とに おか れ る資 源 とは,人 的あ るいは物 的 資産 を さす。そ して これ らの資源 は

なに よ りもまず,あ る グル ー プの所 有権 の も とに おかれ てい るとい う事実 に注

目すべ きであ る。政府が所 得 を うけ る主 体 と して意味づけ られ るのは,政 府 独
くり

自の目的のために,生 産物の取得をおこな うため,「 課税権」とい う 「民間側

の支配下にある諸資源にたいする,重 要な所有権の一形態」(p.73)を 独 占的に

行使する。租税は移転支払いの一つとして,「 この権能は強制力の独 占にもと

つ く」(P.53)貨 幣利得であって,政 府の場合は必ず しも説得的ではないか もし

れないけれ ども,法 的強制力に よる支払いの強制 とい う点では,別 居 した夫婦

が授受する別居手当のように,過 去の契約 履 行 に 類似 した もの とい え る。
くの

(p.53)こ の よ うな意 味 で,ま ず 直接 税 ・間 接 税 を とわ ず す べ て の租 税収 入が

政府所 得の プラスの項 目に記入 され る。

租税が強制 的 な移転所得 とす る と,政 府 の 自発 的 な移 転 支 払 い は,救 済 費 ・

失 業 保 険 ・社 会 保 障 費 お よびすべ ての補助金 な どの形態か らなる政府支 出が こ

れ にふ くまれ る。 これ らの項 目は,政 府 所 得 か らの控 除項 目 と して,マ イ ナス

の 符 号 を もった租 税 で あ る(P.58)。 「強 制 的」 「自発 的 」 お よび 第二 の問題 に

関連す る公債利子 な どの 「契 約的」移転 支払 い とい う区別は,移 転所 得 の授 受

に あ た る政府 の 立場 か らみ た区別であ って,こ の 区別 には 経 済 的 意 味 とい うよ

りは法律的な,所 有 と権 利 に そ くした 意 味が あ たえ られてい るよ うに思え る。

著者が 自発的な移転 支払 い と して区別す る補助金 ・社 会保障給付 な どには,そ

の受領 者 とな る人 々あ るい は 人 々の グル ープか らみ ると,法 律 に 規 定 され た給

付 条 件 に 該 当す るな らば,好 む と好 ま ざ る とを とわず 政 府 か らの支給があ たえ

(1)著 者の政府の機能は(1)政府 目的の推進 となるもの一社会関係の調停者としての

軍備 ・義務教育 ・警察など。(2)国民の意志に よるもので,政府が 「社 会 の た め善」

であるもの一高等教育 ・公園施設など。(3)移転支払いのための行政機構の維持一税

務官庁 ・社会保障行政機関など。この三つである。政府活動の②について,国 民へ

のサービス配分には,価 格機構に もとつ く民間の社会費用 ・(1)の政府独 自の任務に

よるテス トが詳 しくのべ られている。 しかし,政 府 とい う社会の一単位の意志決定

方式について,た とえば投票による政治過程の分析はとりあつかわれない。(]f,R.

A.Musgrave,・TheTheorPtofPublicFinanee:AStudyinPublicEconom"(New

York:McGraw・Hill,1959),chap.6.

(2)租 税の強制性は,著 者の考 えは価格 と対極的な意味でのそれでなく,法 律的意

味が強い。
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られ る強制 性 が あ るわ けで あ って,こ の 意味 で は 符号 こそ 異 な る とはい え,強
くり

制的移転項 目である租税 とまった く同 じ性質をもっている。 したがって,ロ ル

フ教授の区別には政府の立場からみた,独 自の社会保障 ・補助金給付の意志形

成があ ると考えられる。 この点は政府 とい う擬制的権力機構の意志形成につい

て,な お分析 しな くてはならぬ問題がの こされている。

移転支払い項 目の第二の問題である,公 債利子 ・社債利子 ・株式配当および

銀行利子の とりあつかいについては,著 者の見解はつぎのようなものである。

従来 これ らの所得項 目には一致 したとりあつかいがみ られなかった。公債利子

はお もに軍事公債の所有者にたいす る支払いであった ことか ら,こ れは移転支

払 として純国民所得か ら控除する立場 と,公 債を買ったとい うことで も,政 府

にたい して貸付資金 とい う用役を供給 したことであって,こ れは民間の資金貸

付の用役にたいす る報酬 としての利子 となんら異なるところはない とみる立場

とが対立 していた。二つの立場はともに貸付資金の化体 した物的資産が もつ生

産性の判定をめ ぐ?て,移 転所得か非移転所得かの態度にわかれていたといえ

る。 本書では政府であれ個人であれ,す べての利子 ・配当は移転所得 としてと

りあつかい,そ の うけとりは プラスに,そ の支払いは マイナス項 目として処理

す る。その理由は,「 利子 ・配当は債務契約による一連の支払 い 系列」(P.60)

で あって,こ の意味は債務の性質を考えてみるならば明らかであろ う。すなわ

ち,社 会全体の債権 ・債務を総合 してみ ると,そ れ らはたが い に 相 殺 しあ っ

て,の こるものは収益力の源泉となる人的 ・物的資産が各人 ・各 グループに所

属 しているとい うことのみである。 したがって,あ る人が 自らの資産を貸付け

てえられる貨幣利得は,彼 と借受人 との契約によってえたものであ り,借 受人

の うる所得の一部の分配に参加す ることにほかな らない。 うえにのべた第二の

立場をとる人々のように,利 子は貸付資金の用役あるいは借受人の貨幣の使用

にたいす る対価であると考えるな らば,そ こには貨幣の使用を人力 とか建物の

使用 と同じように考える誤 りがひそんでいる。貸付金は貸付人の所有する資産

(1)社 会 会 計 的 に は,租 税 と移 転 給 付 は 符 号 を異 に しt:だ けの 意 味 を もつ で あ ろ う

が,incentiveeffectsに つ い て は,移 転 給 付 の効 果 は マ イ ナ ス の 租税 と して,単 純 に

と りあ つか え な い 問 題 を もつ。 ロ ル フ教 授 は,こ の点 に つい て ほ とん どふ れ て い な

い。Musgrave,op.cit.,PP.252～3,を み よ。

●
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であ り,最 終的に返済を うける権利を手離 した ものではない。貸付金は資本取

引であって,所 得取引ではないであろ う。 「債権者が利子を うけるとい うこと

は,彼 らがある重要なものを所有 しているか らなのである。 これは厳密な事実

のしめすところである。われわれの社会では,債 権者以外の人々もおな じよう

に,彼 らが(人 的収益力をふ くめた)収 益力の源泉を所有 していることが,な

んらかの種類の所得獲得の基本的な説明をあたえているのである」(P.65)。 こ

のように して政府所得の第二の項 目が意味づけられる。租税 収 入 と政 府 の利

子 ・配当収入および この各項と逆の符号を もつ ものを整理す ると,政 府所得は

「政府企業のすべての利潤(あ るいは損失)・ すべての租税収入(罰 金収入を

ふ くむ)・ 民間 グループか ら政府へ支払われるすべての利子 。配当か らなるプ

ラスの要因 と,マ イナスの要因として政府が民間グループへ支払 うすべての利

子支払い ・年金 ・救済支出その他の自発的支払いおよびすべての強制的移転支

払いの合計か ら構成 され る」(p.76)。

ここにみちびかれた政府所得には,政 府企業の純利潤がふ くまれている。 ロ

ルフの定義は,こ こで も論争がおきそ うである。政府企業はふつ う民間企業 と

同 じとりあつかいをうけているか らである。 しか し著老は国民所得会計をとり

あつか った第4章 では,政 府企業を政府部門に入れる問題について,立 ちいっ

た説明はあたえていない。おそ らく,政 府管理のもとにおかれ る資源の一つと

して,政 府企業の純利潤をみているのであろう。ただ しこの問題は視角を政府

サービスの配分効率の点においたとき,価 格機構による財貨 ・用役の売買とい

うことでは民間企業 と異ならない としている(p.25ff.)。

第三の国民所得評価を要素費用国民所得によって とらえるか,あ るいは市場

価格国民所得にとるかの問題については,ロ ルフ教授はこの後者をとる。その

論拠はこうであ る。 うえでのべたように直接税 ・間接税をとわず,租 税は移転

支払い と考える。 この考えは,租 税には これに対応するサービスがあたえ られ
の

ない とい う代償関係 の否定を しめす ものである。 と ころが市場価格国民所 得か

(1)著 者はdeMarcoの,租 税は経費調達のために存在 し,政 府活動の経済効果は

二者 をつねに循環的に考えなければならないという立場をとらない(PP.7ff.)。

政府経費は,政 治的 ・行政的決定によって決定されるとみる(p.12)。
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ら間接税を控除 し,補 助金を加えて要素費用国民所得を求める考え方には,四

つの理由があるといおれている。一つは間接税は生産費であること。二つは間

接税は相対価格に直接影響をあたえること。三つは間接税を引いてえられ る所

得は,生 産要素にたいす る報酬をしめすとい う理由。四つには間接税は消費者

に転嫁 し,市 場価格を高めるとい う理由,こ れである。生産費を事業遂行に要

するなんらかの貨幣的支出と考えると,間 接税をとわずすべての租税は生産費

となって しまう。 しか しこの意味をとるならば,移 転支払いと企業の経費の区

別をみ うしなって しまう。経済理論では,生 産費 とは失われ た利 得 を いみす

る。X財 一単位の限界生産費とは,X財 をつ くる代 お りに生産されたであろ

うY財 の量をいみする。この意味はあたえられた資源を もちいて数種の生産

物を生産す る企業に とっては,ま さに機会費用を生産費 とみることである。Y

財の生産を止めて,X財 を生産す ることは,Y財 を生産費とみることである。

租税は この生産費の概念に よるな らば,い か なる用役あるいは財貨にたいす る

支払いで もない。つぎに間接税は直接税 と異なって,財 貨 ・用役の相対価格に

影 響をあたえるとい うけれ ども,直 接税であって も相対価格への影響は否定で

きない。たとえば個人所得税は所得 と余暇の選択 に影 響 をあ た えるではない

か。第三の生産要素報酬は間接税を引いてえられ るとい う見解は,生 産諸要素

の貢献を表わす機能的所得分配を しめす といわれている。要素所得は,租 税が

なか った場合に,個 人あるいは民間のグループに発生 した所得であろう。租税

のために,租 税と同額の所得部分は政府の手にはいって くる。 これは直接税で

あれ間接税であれ事態はおなじである。社会の諸資源に生 じた所得でないとい

う理由で間接税だけが控除されたならぽ,生 産要素の総収入を しめす ものとは

な らないであろ う。間接税を引き直接税を引かないような,労 働力 ・その他の

実質資源およびその資源にたいする請求権をもつ人,ま たは グループを生産要

素 と定義す るならば,計 算手法を先だたせて生産要素概念をあとまわ しにす る

無意味 なや り方となって しまう。最後の間接税は消費者に転嫁 し,市 場価格を

高めるか らその分だけ国民所得か らさし引 くべ しとい う意見は,「 社会会計が

経済の諸関係に内在す る二元性を認めるための,概 念上 の工夫である」(P.80)

とい う定義のなかに,因 果関係を もち こむ混同を犯 しているものである。社会
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会 計 は 時 間 に わ た る租 税 の 因 果 的 な物価 上昇過程を しめそ うとす る もので はな

い。 まして消費税 が物価下落の原因 とな る ことを立証 した な らば これ こそ

ブラウ ンー ロル フ ・ヶ一スで あ るが,間 接 税 の み を 引 くとい うことの論拠

は い っそ うおか し くなって しま う。人 々の支出変 化を説 明す る理 由は,別 に あ

た え られ る。 この よ うな反 論に よって要素費用 国民所 得を排 し,市 場価 格 国民

所 得 を とる積 極 的理 由は なんで あ ろ うか 。 「この見解は市場価 格総計が実際経

験 の証拠に適合す るとい う立論に よって支持 され てい る」(P.80)か らで あ る。

正 ・負 の移 転 支 払 い の もつ意味は,社 会 会計 的 な定 義 の 問題 と して のみ と り

あつか われ るのでは ない。財政 の経済理論的分析に とっては,租 税 お よび 補助

金 が 民 間 の経 済 主 体にあたえる効果 こそ解 明すべ き問題で ある。租税 お よび補

助 金 の経済効果は,二 つ の側 面 か ら追 求で きる。一 つは所 得効果で あ り,も う

一一 つ は価 格 ・再 配 分 効 果 で あ る。所 得効果 とは ,す ぐ上 の パ ラグ ラ フで もふれ

た よ うに,民 間 の純 貨 幣 所 得 の減 少 効果 で ある。納税者が支払 う租税 は,こ れ

と等 しい政 府収 入 を もた らす 。補助 金は まさに租税 と逆の関係にあ る。 これに

たい して価 格 ・再配分効果は,A.C.Pigouの 告示 効 果(announcementeffeCts)

の 概 念 を さ らに深 め た もので あ る。す なわち,租 税 が か け られ た と き,人 々は

課 税 標 準 を変 更す る 自由 を もってい るか ぎ り,選 択 の変 更 を お こな うこ とがで

きる。租税に よ り誘発 された選択 的行動様式の変化 は,ピ グーの い う告示 効 果

'であ るが(
pp.14～15),こ の 告示 効 果 に よっ て生ず る最 終 的 な諸資源 の 価 格 変

化 お よび資源配分 の変化 を,価 格 ・再 配 分 効 果 とい う(p.125)。 ロル フ教 授 は,

課 税 まえの状 態 と課税 後 の所 得 効果 お よび価 格 ・再配分効果が十 分に顕在化 し

た ときの状態 を比較 して,こ れ を租 税 の 転 嫁 ・帰 着 あ るい は負担 とい う定義 は
くの

あたえない。所得効果 を 「帰着 と名付け るか ど うかは,あ る程 度 趣 味 の 問題 」

くp.185)で あ る。 しか し 「転 嫁 」 が お こなわれ る条件について,「 転 嫁 の必 要

条 件 は 租 税 あ るい は 補助金が,あ る告 示 効果 を もつ こ とで あ る。租税転 嫁の十

分 条件は,課 税 方式 が 法律 上 の納 税 者 を して,税 引 き まえに 計 算 され た彼 らの

所 得 を,増 加 す る よ うに 行 動せ しめ る こ とで ある」(p.18)と の べ てい る。 この

(1)こ の点 は,マ ス グ レ ィヴ の厳 密 な概 念 規 定 と異 な る。Musgrave,op.cit.,chap,

10を 参 照 せ よ。



一128一 商 学 討 究 第12巻 第4号

説 明の なか で,転 嫁 の十 分 条件 は 課税 方式 が 法 律上の納税 者の税 込み所得 の増

加,あ るい は6章 以下 の叙 述 か らみ る と,可 処 分所 得 の維 持 をは か る よ うに さ

せ ることとしてい るのは,消 費 税転 嫁 にか ん して ロル フ教 授 の立論 の一つの布

石 をあた えてい る。社会会計 の と ころで,間 接 税 の 転 嫁 は 因果 関 係 を もち こ

み,ま た 消費 者 に 前転 す る とは必 ず しもい えない とのべておいた。直接税 と間

接 税の分類基準の一 つに,立 法 者 の 意 図に よっ て転 嫁 を 予定す る租税 を間接 税

とし,そ うで ない もの を 直接 税 とす るのは,JohnS.Millい らい の慣 用 的 区分
く　　

であった。 この区分では法律上の納税義務者と,経 済的諸関係に よって実際に

租税を支払 う担税者とは,区 別 しているといって よい。しか し立法者の意図と

経済関係による転嫁現象とは,一 致 しない場合がある。なに よりも明らかな事

実は,税 法によって規定 された課税標準と税率に したがって,納 税義務者が国

庫へ租税を支払 うことである。その場合に納税義務者が税額を財の価格にふ く

めて市場に供給す るか,あ るいはそれが不可能であるかは,市 場の競争状態に

よって決定されることである。と くに 「競争的な価格状況の もとでは,売 り手

は経験的に高い価格をつけることはで きない。そのわけは,各 々の売 り手が消

費税納付とい う法定要件を要求 されているか らにす ぎない」(P.128)。 この要

件は独 占的な売 り手であって も変わ らない。

租税の納付あるいは政府による補助金の支給には,現 在では貨幣が もちいら

れ る。租税や補助金の移転支払いは,所 得効果 と価格 ・再配分効果の視点か ら

分析 される。租税 と補助金の衝撃 をうけた貨幣経済は,時 間の経過にともなっ

てどのような動 きをたどるであろうか。いわば租税経済の動学化は,ど の よう

な分析用具によってな しうるのであろ うか。著者が第5章 「財政理論の貨幣的

基礎」で答えようとしているのは,こ のような問題であると考えられる。 ロル

フ教授がもちいているアプローチは,ロ バー トソンの考えにそ った期間分析で

ある。租税の支払いその他の政府活動をしぼ らく無視 して,一 般的に期間分析

の方法をのべるとつぎの ようになる。時間にわたる支出の決定要因は,前 期か

ら繰 り越 された過去の諸資産 とその市場価格である。ただ し個人の支出要因と

社会のそれ とでは,前 者の要因を単純に拡大 して,社 会的支出要因とすること

(1)J.S.ミ ル 戸 田 正 雄 訳,経 済 学 原 理(第5分 冊),P.51.
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はで きな い 。個 人 の 場 合 に は,彼 が 承 け継 いだ(証 券 を ふ くむ)資 産 の市 場 価

値 ・現 金 ・彼 の 資産 を担保 と してえ られ る債務 金額 マイナス現存の債務 残高で

ある。個人 の消費性 向は,現 金 をふ くむ 資 産 保 有 が大 となれ ば,そ れ だ け 消 費
の

支出は大 きくなるが,資 産にたいす る消費支出の比率は小 さ くなる(P.90)。 社

会全体の支出要因の場合には,個 人の資産売買に よる貨幣獲得は相殺 され るた

め,社 会に存在する貨幣数量および銀行体系が創造する純貨 幣量 の 合 計で あ

る。著者の考え方は一種の貨幣数量説をとる。この場合,租 税と補助金は時間

にわたる支出に どの ような影響をもつか。前期の租税収入は,そ れ と同額だけ

民間の貨幣所得を減少 させる。 したがって今期の期首における資産は小 さくな

る。今期の民間消費 ・投資は小さ くなるであろう。 しか し保有資産の保蔵をや

めて消費す るな らば,今 期の支出は減少 しないか もしれない。 また銀行が貸出

しをおこなって,税 収に よる所得減少を補 ったならば,お な じように民間支出

は減少 しないか もしれない。民間所得の減少は政府所得の増加であ り,政 府の

経費政策が民間購買力の減少を相殺す るようなものであれば,産 出高は減少せ
く　ラ

ず,私 的財 貨 の価 格 は逓 落す るで あ ろ う。ほか の事情 に して等 しきか ぎ り,租

税 は貨 幣 的方 策で あ って,そ の 効 果 は デ フ レ イシ ョ ソを生 ぜ しめる。

ロル フ教授 は ケイ ソズの消費函数には反対 の態 度を とってい る。消費支 出が

所 得に依存す るとい うことは,支 出の結 果 生 じた所 得 に ふ た た び支 出が依存す

る こととな り,同 時 に発 生 した 事 象 に この よ うな因果 関係 を考 える ことは論理

的に おか しい。著者 の この反対 の論 旨は,AlfxedN.Whiteheadの 哲 学 命題 と

い う 「同時 に発 生 した二つ の事態 は,因 果 的 に は相 互 に 無 関 係 で あ る(同 時 発

生 独 立 の 原理)」(P.107)に もとつ い た もので あ る。 支 出の所得理論 を否定 した

ことは,た だ ち に投 資乗 数 理 論 も否定 す る ことにな る。

著者の考 えてい る期間分析 に よる動学化は,前 期か ら繰 り越 され た所 得 残 高

お よび諸資産の残高が,す べ て 現 金 あ るい は 資産 とい う一色に統一 され て しま

(1)資 産 ・消費曲線は,資 産 の増加 に と もな って逓 減的勾配 を もつ(P.91,fig.4)。

(2)こ の よ うな期 間分析 は,一 期 間 または二期 間にわ た る変化 を明確 にす るけれ ど

も,連 読的 な期 間 を とった と き,体 系 の安 定 ・不 安定は論 証 されない。 ロルフ の期

間分析 には,金 融政 策 ・財政政策 の外部的要因 を と り入 れ る ことに よ フて,自 律 的

体系 をつ くってい ない。
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っ てい る。 経 済主 体 の支 出行 為 は,こ の期 首 の 存 在 量 に 依 存す る。彼の ケイ ソ

ズ批判 は所得 と現金 との定義の相異であ るけれ ども,い くぶ ん極 端 な定 義 で あ

る よ うに思 える。

㎜

第6章 か らはじまる租税転嫁分析の最初にあげ られているのは,完 全競争条

件の もとにおける消費税および補助金の転嫁である。

消費税の転嫁について,伝 統的につぎの ように説明されて きた。消費税は企

業の限界生産費を上昇 させ る。完全競争のもとでは,生 産物の売 り手は価格を

左右で きない。む しろ数量調整者(quantityadjusters)で ある。生産物 需 要 が

あたえられているならば,売 り手は産出高を制限 し同時に市場では課税商品の

価 格が上昇す る。長期均衡状態では各企業の資源移動をつ うじて,課 税 された

企業と非課税企業の生産要素の貨幣報酬はおなじものとなる。限界生産費が一

'定な らば
,価 格の上昇は単位あた りの税額に等 しく,限 界生産費が逓減 してい

るならば,税 額以上に価格は上昇 し,逆 に逓増 しているならば,価 格上昇は税

額以下に とどまる。いずれの場合で も,商 品の買い手は消費税によって上昇 し

た価格で財貨を購入す る。売 り手は政府に代わって消費者か ら税金を徴収 して

いることになる(pp.126～7)。 このような部分 消費 税 の結論は,一 般消費税に

ただちに拡大解釈 され,消 費税の物価騰貴作用が結論づけ られてきた。

伝統的消費税転嫁命題にたいす るロルフ教授の反 論 は,H.G.ブ ラウソの

立場をひ きついでつぎのようにのべ られ る。財貨にたいする総貨幣需要が一定

であれば,物 価騰貴はあ りえない。租税は民間需要を減少させる効果をもつの

であるか ら,物 価騰費よ りは物価下落が生ずるであろ う。いま一般従価 消費税

がかけ られたとす るならば,各 企業は非課税産業へ移動する相対的有利性 をみ

いだす ことがで きない。完全競争のもとでは売 り手 は価 格 を左右で きないこ

と,お よび消費税納付の法定要件は売 り手に義 務づ け られていることに よっ

て,生 産物にたいする需要が一定な らば,売 り手の生産物売上高からえ られ る

純所得は減少す る。各企業は産 出高を制限 しようとして,雇 用する生産要因を

減 少す る。ここで社会の総資源量はあたえられているとす るならば,資 源所有
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者の貨幣所得は減少 しなければな らない。この過程をつ うじて,産 出高構成は

不変である。生 じた結果は企業利潤をふ くめて,生 産諸要因の貨幣所得減少と

い うことである。この場合には所得効果のみが作用す る。貨幣所得の減少は,

政府の経費政策 ・金融機関の貨幣政策が変わ らなければ,次 期における消費支

出を減少せ しめるであろ う。

部分消費税の場合には どうなるであろうか。いま単純化のために二財X・ 、Y

を生産す る場合を とる。二財にたいする需要の弾力性は,そ れぞれ1で あるとす

る。このことは需要曲線の形態が直角双曲線を しめ し,価 格 と数量の積である

売上高はどの数量を とっても一定であることを意味する。この需要弾力性を1

とす る仮定は,二 財の連関需要が代替的か補完的かについて特別な区別を払わ

ないとい う一般的 ケースを分析す るために便利である。完全競争の仮定は引 き

続 き適用するもの とす る。いまX財 のみに課税されるな らば,X財 生産者の

純収入は,税 額だけ下方にシフ トす る。この生産者は 租税に よってX財 生産

減少とい う告示効果を うける。 この結果,財 の生産に とっては派生需要であ る

生産要因の需要 もまた減少す る。X財 生産か ら解放 され た生産要因はY財

産業へ移動 し,Y財 産業ではこの生産要因の価格を低めて雇用 し,そ のためY

財産出高は増加す る。Y財 産出高の増加はY財 の市場価格を低下させ る。こ

の結果,二 財の生産に雇用 され る要因所得は減少す る。生産要因の移動が完全

におこなわれるな らば,部 分消費税はすべての資源所有者の収入を比例的に減
　り

少せ しめ,こ の 場 合 に は 消 費税 の 分散 説(diffUsiontheory)が あ てe3ま る。

以上 の推 論 は多 数 財 を と って も変 わ らない。X財 へ の課 税 は 産 出高 を減 じ,

そ れ に よっ て失業 した 生産 要 因が他産業へ競争 的な要 因供給を生 じ,彼 らの価

格 は 下 が る。 ただ しこの過程は生産要因の同質的供給 とその需要があ る場合に

生ず る。

ここ までは財需要 の弾力性 が1で あ る と仮定 して きた。 しか し政府 は収入を

増加 させ るために,非 弾 力 的需 要 を もつ 商 品 を え らんで課税す ることが多 い。

い まX・Y二 財 の うちX財 を 非弾 力的需 要 を も つ 商 品 と しよ う。X財 の価

(1)著 者 は この 過 程 を 図示 して い る(PP.134～6.)。 ま た宇 田川 助 教 授,前 掲 論 文,

P.42参 照 。
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格は上昇す る。それにつれてY財 の需要は減少す る。このことはY財 に雇用

されている生産要因の所得を減少せ しめる。要因市場が 完 全であれば,X・Y

産業をつ うず る要因所得は減少する。

消費税の転嫁分析とおな じように補助金(excisesubsidies)支 給の場合に も,

上述の方法が もちいられ る。ここに"ExciseSubsidies"と は,「 政府の財貨生

産者にたいする貨幣の支払給付であ って,支 払い金額は時間単位あた りの商品

規模を基準 とし,一 つの税率あるいは税率表によっている。消費税とおな じく

excisesubsidiesに は従価によるもの と従量による形態がある……」(P .143)。一

般補助金は均一 ・比例従価給付率を もつ ものであ るが,実 際的にはおこなわれ

ず理論上の典型的な方式 として分析 され よう。一般補助金は生産物の市場需要

をたかめ,企 業は産出高の増加をはかる。すべ ての企業に補助金が支給 される

ため,企 業間に相対的有利性が存在せず,結 局は貨幣生産費の上昇,つ まり雇

用 した要因所得の増加 となる。補助金の所得効果はプラスの符号を もつ。産出

高の構成は不変であ る。部分補助金については,先 の例とおな じようにX・Y

二産業をとって考えるな らぽ,Xの みに 補 助 金が支給された とすると,Xの

生産者は産出高をまそ うとし,Y産 業か ら資 源 の移動がおこなわれ,Yの 産

出高は減少 し,そ の価格は上昇する。X産 業では まず企業利潤の増加とな り,

雇用の増大を生 じて要因所得の増加となる。

非競争的価格決定の場合には,問 題は三つのケースにわかれる。労働用役の

みが完全競争におかれ,二 人の独占者の生産す る財貨が1以 上の需要弾力性を

もち,独 占者がたがいに競争状態におかれている場合。つぎに生産物価格の下

方硬直性 と労働組合の費用増加的賃銀要求に よって,競 争価格以上の生産物価

格がつけられ る場合(OVerpricing)。 最後に配給切符制あるいは政府の価格制限

措置な どによって,供 給者が競争 価 格 以下 の価 格 を つ け る場 合(underpri-

cing),こ の三つであ る。

第一のケースか ら要 旨をのべ よう。二人の独占者が競争者のように まず価格

をあたえられた ものとして,そ の価格 と限界生産費が等しい点で生産量をきめ

利潤を極大にする。独占者はその生産物の需要の弾力性を考慮 して市場価格の

上昇を まって利潤の極大 をはかる。このため生産量の制限をはか り,生 産制限
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は 雇 用 資 源 に た いす る貨 幣 需 要 を低 め,限 界 収 入 と限 界 生 産費 の 一 致 点で独 占

的均衡が成立す る。 したが って雇用 され た資源は競争体制に おけ る消費税 の よ

うに,そ の効 果 に お い ては,す で に 「課 税 され た 」(p.152)こ とに 等 しい 。 独

占者 の 独 占力が 等 しけれ ば,こ の場 合 に は 消費 税 賦課 以前 に所得効果がはた ら

く。独 占力が相違 す るな らば,独 占力 の大 きな も の か ら 小 さ な ものへ資源の

再配分が 生ず る。 この と き独 占的生産物 に消費 税が かけ られ るな らば,独 占者

の 所 得 減 少 とな り,そ れ に よ る生産 要 因 需 要 の減 少 を もた らす。 第 二 のover-

pric㎏ の 場合 に は,硬 直 的体 系 の もとで 財 貨 ・用 役 の 購 入 老 は 競争価格 よ り

高 い価格 を支払 う。 この と き均 一・・従価消費税をかけたな らば,完 全 競争 条件

の も とに おけ る競 争 の純粋性 とは異 なって,売 り手 は租 税 の金 額 を価 格 に ふ く

め て売 り出 し,市 場価 格 の 上昇 を もた らす 。 こ れ を 「租 税 誘 発 的 結 託(tax-

inducedcollusion)」(P。156)と い う。 この場 合 の転嫁 過 程 は つ ぎの よ うに図示 さ

れ る。DDノ は 生 産 物 需 要 曲線 を しめ し,そ の弾 力性 は1と す る。 こ の 仮 定 は

価 格 変 化 のい かんにかかわ らず,買 い手 は 同一 の 貨 幣需 要 を もつ ことを意味す

る。消費 税賦課 以前 の価格 をORと す る と,そ の と きの売 上高 は 領 域(1+2)

に等しい。租税誘発的結託に よって,

価格がORか らOVに 上昇 したとす

る。民間支出の増加をともなわずに価

格の上昇があると,産 出高 はOMか

oVらONに 減少す る。 売 上 高 は 領 域

£

畠R(1+3)で しめされるが,仮 定 に よ り

それは(1+2)に 等 しい。領域3は 一

般消費税の売 り手負担を しめ し,生 産
ONM
UnitsofOutput要 因所得は領域1で しめされる。MN

第 一 図 で表わされ る産出高の減少は,企 業内

の遊休設備 というかたちをとり,労 働者は用役価格の低下を認めないか ら,一

部に失業が生ずる。このような貨幣要因所得の減 少 はTを とお る需要 曲線
くめ

D・D2ノ で しめ され るで あ ろ う。 い ま こ こで政府が完全雇用政策 を とって,既 存

(1)本 書P.158,fig.16に はD2D!2は 書 か れ て い な い 。 私 が 補 足 し た。
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の 定 額 税 を 一 般 消費 税 と同 額 だ け減税す ると,需 要 曲 線 はDDノ に 止 ま る こ

とに な ろ う。 しか ,し価 格 は 租 税誘 発 的結 託 が あ るか ぎ りOVに 維持 され,産 出

高 はONに 減 少 した ま まで あ る。 した が って最初 の産 出水準OMを 維 持 す る

に は,政 府 あ るいは 金 融 機 関 が 一般 消費税収入の二倍だけ定 額 税 を 減 税 す る

か,定 額 補助 金 を 支 給す るか,あ るい はそ れ と 同額 だ け の新 しい通貨創造を お

こなわなければな らない。

企 業は以上の よ うな租税全額の価 格上昇がで きない場 合 もあ る。 「租税誘発

的結託が 完全 な場合 もあ るであろ うし,部 分 的 に 止 ま る こ と もあ ろ う し,あ る

いは な い とい え る場 合 もあ ろ う。 これ らの形 態は生産物需要の性 質お よび産業

の市場構造に依存 す るであろ う」(p.159)。 い ずれ にせ よ生産 要 因 グル ー プの貨

幣所得減少 とい うか た ちで消費税は帰着す るが,「 この グル ー プ内で 租税 の厳

密 な転 嫁 を追求す ることはむずか しい ことであ る」(p.163)。 「相 対 論 的 科 学

(arelativisticscience)で あ る経 済学 は,相 対 的 方 法 で 租税 を 研究 しな けれ ばな

らない」(P.162)。

第 三 のunderprici㎎ の 場合 に は,完 全 競 争価 格 以下 で 価 格 統 制 が お こなわ・

れ,消 費 税 の賦 課 は財 価 格 を 競争 価 格 に接近 させ る。政府 は消費税 をかけ る こ

とに よって小売商 ・闇商人あ るいは最終的消費 者が うけていた所得を肩代わ り

して国庫収入 とす る。

ロル フ教 授の消費税要因所 得帰着説 を まとめ ると,つ ぎ の よ うに な るで あ ろ

う。

(1)完 全 競 争 の 場合 に は,消 費 税 が 賦 課 され て も,価 格 を高 め る ことが で き

な い 。

(2)貨 幣需 要 を一 定 とす る と,消 費 税 は 企 業 を ふ くめ た生 産 要 因の所得減少

を もた らす 。

(3)生 産 要 因 の雇 用 と産 出 高 の 増減 に は,線 型 の 生産 函 数 を 仮 定 す る。

(4)不 完 全 競 争 の 場合 に は,価 格 の 上昇 は起 こ り うる。

第8・9章 は輸入関税の転嫁分析である。 この問題はおもに外国貿易理論で
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論 ぜ られ てい る問題 で あ って,租 税 転嫁 論 と しては イギ リス 人 の著作 をのぞ い

て まとまった構成 を しめ してい る著者は少ない よ うにみ える。 自由為替相場 を

前 提 とした第8章 は,J.S.ミ ル の輸 入 関 税転 嫁 の 一 句 の 引用 か らは じまる。

「輸入税はつねにそ の一部は,わ が 国 商 品 を 消費 す る外 国人 の 負担 にな る。…

…わが国が外国品に収 入関税 を課 し
,そ れ に よっ て高 い代価 を 支払 わ なければ

の

な らぬのは,わ が 国 の 輸 出 品 を消費 す る外 国人で あ る」(P.172)。 ミル の命題 は

新 古 典 派 の人 々Bickerdike,Edgeworth,Marshal1,Pigou一 に よ って 引 き継

が れ,相 互 需 要概 念 に よる展 開 を み た。 しか し ロル フ教 授に よる ミルの命題 に

た いす る批判は二 つの点にむけ られ ている。一つは,新 古典 派 の人 々は貿 易 均

衡 の成 立 してい ると き,輸 入 関 税 の 賦課 に よる交 易 条件 の有利化 をつ うじて,

自国 の 輸 出量 の減 少 よ りも輸 入 量 の減少 は少 ない とい う。 この結果 に よって外

国の消費 者に負担 をあたえ ると主張 す ることは,外 国 貿 易 に おけ る輸 入 関 税 の

徴税 機 構 および為替 相場 とい う貨 幣的機構 を無視 した見解では なか ろ うか。つ

ーまり新古典派 はあ ま りに も リアル な側面のみに注意 しす ぎてい るのて はなか ろ

うか とい う批判,こ れ で あ る。二 つ には,新 古 典 派 の 人 々は 内 国 消費 税 が 消費

者負担 に なると説 くのにたい して,輸 入 税 が 外 国 消費 者 の 負担 に な るとい う,

いわ ば関 税 の 輸 出 と もい え る主 張 を とるけれ ども,こ れ は理 論 の 一貫 性 に 欠け

る と ころがあ るので はないか。 これが第二点で あ る。著 者の結論 は消費税帰着

の手法 とおな じように,輸 入関 税 は 自国 の 輸 出産 業 の 資 源所有者 の貨 幣所得 を

減少せ しめ,ま た 輸 出産 業 に お け る資 源 と競合 的な供給 関係 にあ る資源所有者

の所得減少 とな る,と い う ことに あ る。

貿 易 均 衡 の 決定 と輸入税 に よる交易条件の有利化 を説 明す る個所で は,著 者

の 論 述 は 新古 典 派 の分 析 とお な じであ る。い まA・E二 国 を と り,A国 は 綿

布(以 下C財 で しめ す)を 輸 出 し,ウ ィ ス キ ー(以 下W財 で しめ す)を

輸 入 す る。E国 はC財 を 輸 入 し,W財 を輸 出 す る。 第二 図で しめ さ れ る よ

うに,OAはA国 がE国 よ り輸入 す るW財 に たい す るC財 の オ フ アー

曲線,OEはE国 がA国 か ら輸入 す るC財 に た い して 輸 出 す るW財 の オ フ ア

ー曲線 を しめ す
。 おの おののオ フ アー曲線は,二 財 の相 対 価 格 の 変化 と,貿 易

(1)J.S.ミ ル 戸田訳,前 掲書P.105。
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の

無差別曲線 との接点の軌跡である。貿易均衡点はP点 で決 定 され る。この均
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第 二 図

な り,こ の場合にはA国 は輸出量の減少にもかかわ らず,最 初 の均 衡 輸 入 量

く)Ωを輸入で きる。A国 は輸入関税によって自国に有利 な交 易 条件とな り,E

国は逆に不利 となって,C財 消費者はA国 の輸入 関税を負担 した ことになる。

この ような説明は新古典派の考え方が,あ まりに も実 物 的す ぎることに欠

点がある。貿易均衡点では二国の貿易業者は,取 引の相手国にたい して為替相

場 で換算 した輸出金額 と同価値の輸入金額をうけと り,国 際収支は均衡する。

ところがA国 の輸入関税によってA国 のW財 輸入業者は,輸 入税額だけA国

政府に徴収 され る。A国 の輸入業者がE国 の輸出業者に支払 う金額 は減 少す

る。 この場合関税による価格 ・再配分効果は どのような変化を しめすであろう

か。 ケースは四つにわけ られる。(1)A国 のC財 輸出の供給が固定 されている

とき。 このときC財 産業における雇用資源の移動が不可能である。E国 のW財

輸出業者は税額だけA国 か らの受取金額を減ず る。彼 らは この結 果 を予想 し

て,輸 出量を減 じ高い輸出価格をつけ ようとす る。彼 らの輸 出量 は減 少す る

が,彼 らの自国通貨による受取金額には減少はない。一方A国 のC財 輸出業老

はW財 の輸入量減少にたい しても,ま えと同量のC財 輸出をおこなわな くては

な らない。 したがってA国 輸出産業の資源所有者はそれだけ貨幣所得は実質的

に減ずる。(2)E国 のC財 需要弾力性1な るとき。まえのケースの資源移動完

全不可能 とい う仮定をゆるめて,あ る程度移動可能な ものとす る。ケース(1)で

衡は二 財の相対価格 が,二 国 内で そ れ

ぞ れ 等 しい と きに成 立 し,A国 はC財

のOM量 を 輸 出 してW財 の0Ω 量 を

E
輸 入 し,E国 はW財 の0Ω 量 を輸 出 し

てC財 のOM量 を輸 入す る。A国 がW

財 の 輸 入 に関 税 をか け た と き交 易条件

の変化 に よって,オ フ アー 曲線 はOA!

に シ フ トす る。 この と き ΩC量 以上 の

C財 輸入 に た い して,E国 が1な る需

要 弾力性 を しめす な らば,CEは 直 線 と

(1)拙 稿,「 消費税 の一般 均衡分析 にお けるウ ェルズ とジ ョンソン」

立五 十周年 記念 論集P.116を 参照。

小樽商大創
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は 税 額 はす べ てA国 輸 出業 者 の 負担 とな った が,こ こで はC財 産 業 か ら資 源

が 移 動 しそ の生産 量は減少す る。 しか しE国 に お け るC財 需 要 の 弾 力 性 は1で

.あるか ら,C財 輸 出 に よる受取 額 は不 変 で あ る。A国 内 で は 資 源移 動 に よ って

函 内品 の生産 が ま し,そ の価 格 は 低下 す る。資 源 所 有 者 の貨幣所得 もまた減少

す る。輸入関税はA国 内 の所 得 減 少 とい うか た ちで 分散す る。新古 典 派 に よ

る輸入税に よる外国消費者 負担説は この ケースにあた る。 「……われわれ は新

古典派 の議論 を否 定は しない」(p.184)。 しか しE国 の消費 者 が 同一 の輸 出量 に

た い して課税 まえ よ り少ない輸 入量を消費す る こ とに よって,worseoffに な

っ た とい うと き,こ の状 態 は どの よ うな意 味 で 税 を負担 した といえ るで あろ う

か 。 「ミル も新古 典派の人 々も,E国 の綿 布 購 入 者 た ち が なん らか の径路に よ

って,A国 の国庫 へ貨 幣 を どの よ うに 支払 うか につ いては,な に も論 じては い

な い 。 特定 階 層 の人 々が窮極 の納税 者で あ ると指摘す る転嫁 論は,こ の 人 々の

最 終 的 に拗 棄 す る貨 幣が どの ように して税 収 と して国庫に入 ってゆ くか,そ の

径 路 を しめす だ け の用意 が な くてはな らない」(PP.184～5)。E国 のA国 輸 出 品 を

消費 す る人 々は,こ の手 段 を もた な い。 した が って新古典派 の理 論は,ロ ル フ

教 授 の 国 内分 散 説 に代 えて よい理 由を もつ。(3)E国 のC財 需 要 弾 力 性 が

以 下 の と き。 この ときには第三 図で しめ され る よ うにE国 の オ フ アー曲線 は

く)Bと な る。A国 の輸 入 関税 はA国 の交 易 条件 を有 利 に させ るだ けで な く,絶

対 的 に減 少 した輸 入量OM!を も って,以 前 よ り大 き な 輸 入 量P!M!を うる。

輸 出量 は 減 少 し,そ のE国 に お け る市

場価格は上昇す る。いまの仮定のもと

では,E国 の輸入総額は増加す る。E

国の国際収支は悪化 し,為 替相場の切

り下げ となる。 この切 り下げはE国 の

W財 輸出価格を相対的に引き下げ,A

国では輸入関税をかけたにもかかわ ら

ず,W財 の価格が下が り,E国 はいっ

そ う多 くのW財 を輸出しな くてはなら

ない。 このケースはマーシャルが 「例
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外的」 とよんだ事態にあたるが,彼 は このヶ一スでは関税に よる利益が,課 税

国政府の うるところとなると主張す る。マーシャルで も この場合 は,貨 幣的

効果 と実質的効果は一致す る。 この場合にも関税の最初の負担は,A国 の輸出

業者にかかる。彼 らには外国の消費者にその負担を転嫁 させ る手段はない。せ

いぜいで きることは,輸 出産業 と競合的な資源所有者 と税負担をわけあうこと

である。すべての実質的損失が外国消費者に生 じたとおな じく,A国 消費者に

は実質的利益が生 まれる。マネ ・タームではA国 政府は自国の輸出業者および

それ と競合する産業における諸資源を犠牲 として利益を うる。(4)E国 のC財

需要の弾力性が1以 上のとき。第三図のOCに しめされるように,マ ーシャル

の 「正常な」ケースが これにあたる。 このとき新古典派の命題は,関 税はその

一部が外国の消費者が負担 し,ま た一部は関税をかけ られた輸入品の国内消費

者が負担す るとい う。 これは均衡点が9か らΩ!に移 ることによって交易条件は

A国 にい くぶん有利にな り,貿 易量は減少するけれ ども,W財 の輸出価格は上

昇 し,ま たC財 の輸出価格 も上昇す るため,両 国の輸入品消費者がworseoffに

なるとい うことで しめされ る。 しか し著者の視点は以上のような新古典派の見

解 と少 し異なった位置におかれている。A国 の輸入関税に よってE国 の輸出業

者の受取金額が減少 し,そ れによるA国 の輸 出業 者の所得は絶対的に減少す

る。 これはケース(1)とおなじである。もし資源移動がおこなわれ るならば,輸

出むけのC財 生産量は減 じ,他 財の生産がふえ,そ の価格は下がる。 しか しこ

このケースでは,A国 の輸出総額 も減少 し,こ れによってE国 の輸出総額 も(A

国のW財 需要弾力性1以 上であると)滅 少す る。E国 で もA国 と同様な国内の

資源移動による再配分効果が生ず る。貿易量および貿易金額の縮少がたがいに

制約条件をつ くりあ うことになる。いまA国 の総貨幣需要が一定ならば,輸 入

量の減少は自国内における輸入品の代替財,た とえば国産の ウイスキーにたい

す る需要が増加することになる。国産 ウイスキー業者の貨幣所得は増加す る。

保護関税の効果は この場合にあ らわれ る。この ことが生 じたならば,租 税の負.

担は どう解釈すべ きであろうか。輸出産業およびC財 の生産のために競争的な

供給関係にある資源所有者は,関 税に よって所得の減少をこうむ る。この減少

は関税収入とウイスキーへの支出減少分にあたる。 しか し税の帰着は税収 より・
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は 小 さい 。 なぜ な らい っぽ うで は国産 ウイス キー生産者の利益 があ るか らで あ

る。 これ らの所得 の減少 と増加 とを相殺 したの こ りが税 の帰着 を しめす 。著者

の見解は新古典派に おけ る輸 出価格 の上昇 一消費者 負担 とい う価格効果か ら,

一 歩 す す んで 国 内産 業 に あ た え る資源の再配分効 果 まで追 求 した ことに特色が

あろ う。

二 国二財 の ケースを二国多数財 に拡大 した ときには,輸 出品 が相 手 国で どの

よ うな需 要 弾力性 を もつか,輸 出産 業 の 供 給 弾 力性 お よび資 源移 動の可能性 な

どに よって貿易の構成は影響 を うけ るで あろ う。 マーシ ャル曲線に用 い られ て

い る"bale"概 念 は,資 源 の完 全 移 動性 の 仮定 を もっ ているため,多 数 財 ケ ー一

ス へ の 適 用 は 推 奨 で きない。

第9章 は 固 定 為 替 相場 の場 合 に お け る輸入関税 の効果 を論ず る。固定為替相

場では,輸 出量 と輸 入量 は 自由為 替 相 場 の ように輸出入価値 の 自動 的調整作用

がは た らかず,政 策 的 に為 替 相場 を維 持 しよ うとす る対策が大 きな役割 りを果

たす。以下の説 明のための背景 をつぎの ように しめ してお こ う。A・E二 国 を

とる。A国 で 売 られ るE国 生 産 物 のA国 通 貨(ド ル)に よ る価 値 を500万 ドル

とす る。E国 通 貨(ポ ン ド)で 売 られ るA国 生 産物 価 値 を100万 ポ ン ド とす

る。 金1オ ソス がE国 で7ポ ソ ド,A国 で35ド ル とす る。E国 は 為 替 平 衡基 金

に よっ て,つ ね に ポ ン ド相場 の下 落 を防 ぐために ドルを金 で買い,そ の ドル で

ポ ン ドを 買 う主 導権 を もち,A国 政 府 あ る い はA国 中央 銀 行 は 固定 相場 の維

持 の た め ドル相場 の上昇の危険 があ るときに主 導権 を もつ もの とす る。い ま予

告 なしにA国 が 自国 通 貨 に よる輸 入 品価 格 にたい して,20パ ー セ ン トの 輸 入

税 をか け た とす る。貿 易契約が有効 なあいだは,E国 の 輸 出業 者 は500万 ドル

の代 わ りに400万 ドル を うけ と り,そ の400万 ドルで ポ ン ドを 買 う。 この と き

に は 同一 の輸出量 にたい して100万 ポ ン ドで は な く,80万 ポ ン ドを うる ことに

な る 。 この た めE国 輸 出業 者 は早 急 に輸 出量 を減 じ,輸 出 品 の ドル価 格 を あげ

よ うとす る。い まE国 輸 出品 のA国 に お け る需 要 弾 力性 が1で あ る と仮 定 す

るな らぽ,A国 に おけ る ドル売 上 高 は 同 じで あ る。E国 で は 輸 入 超 過 とな り,

固 定 相場 の維 持 の た めにE国 政 府 は100万 ドル を金20万 ポ ソ ドを も ってA国 政

府 か ら買 い,こ う して えた ドルに よっ て為 替 相場 の安定を維持 しな くては な ら
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ない。金の動 きは,E国 で は通 貨 収 縮 を,A国 で は通 貨 膨 脹 を 生 ず る傾 向 を も

つ で あ ろ う。 しか しこれ らの潜在 的通貨事情 にたいす る二国の調整は,二 国 の

通 貨政 策 とそ の実効 力 に よ って程度が異 なって くる。通貨政 策は三つの ケース

にわ けてのべ られ る。(1)A国 に おけ る金不 胎 化 政 策 め場 合 。 著者 の説 明の順

序 を変 えて,ま ずA国 の対 策か らのべ よ う。A国 は ドル を支 払 っ てE国 か ら

金 を 買 う。 この と きに は 政 府の金資産 は100万 ドル増 加 す る。 同時 に政 府 の 預

金 は100万 ドル減 少す る。 この支 払 はE国 の ドル勘 定 の増 加 とな った の ちただ

ちに為替市場で売 りに 出され る。A国 政 府 は ま さ に 輸 入 税 収 入 と して この ド

ルを国庫へ収め る。A国 市 民 の ドル 需 要 は課 税 まえの水準 をた もつ 。一方E国

で は ど うい う事 態 が 起 こるで あ ろ℃ か。E国 は 金20万 ポ ソ ドを失 い,そ れ に 応

じて政 府 預 金 も減 少 す る。輸出業者 は20万 ポ ン ドの所 得減 少 とな るけれ ど も,

E国 政 府 の金 に よる ドル の 買い,そ の ドルに よ る ポ ソ ドの 買い に よって固定相

場 は維持で きる。民間所 得の減 少をカバ ー しよ うとす る政府 は,民 間 支 出の 増

大 とな る よ うな対 策 を とるか,あ るい は減 税 を実 施 しなけれ ば な らない。い ま

所 得税 の減税20万 ポ ソ ドとす る と,民 間 預金 は そ の分 だ け 増加 し,政 府 は 同額

だけ収入の減少 となる。 この減少が行政水準の維持を不可能 とす るものである

と,政 府は収益資産あるいは非収益資産を銀行に売 らな くてはならない。以上

の場合はA国 において自動的そ して完全な金不胎化政策をしめしている。A国

では輸入関税収入 と同額の金残高が累増 してゆ くことになろ う。この過程で輸

み関税の帰着は どうなるか。A国 消費者は輸入品の減少に よりworseoffに な

る。 これ とともに輸入品価格の上昇によって実質的な交易条件は不利 となる。

E国 では減税と輸出産業か らの資源移動による産出高の増大 をみる。租税負担

の帰着は明確 なかたちをとらない。む しろ完全金不胎化政策のもとでは,A国

政府 自身が自らの税を支払 ってい ると考えた方が よいであろ う。金の流入に よ

るそれ以後の対策は政府のみが関与す ることであって,民 間の貨幣支出ぽ一定

に維持 され るか らである。②E国 に おけ るデ フ レ政策の場合。金を失い続

けるE国 では,為 替相場の安定か,国 内通 貨 の収縮をはか らなければならな

い。ポンド価値切 り下げによる効果は,自 由為替相場における場合 と同 じであ

.る。 しか しデフレ政策をとったときE国 の輸出産業は,国 内産業に比 して拡大
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の傾向をもつ。資源移動が可能であれぽ国内産業で生 じた失業を吸収す ること

もで きる。輸出の増加はA国 におけるドル価格を下げ るか も しれない。当面

の結果 としてA国 の輸出は減少 し,そ の所得は他の産業 に 比 して減少す る。

E国 のデフレ政策が完全?こ効果をもつな らぽ金の流出は止み,輸 出品の ドル価

格の低下によって,輸 出産業の収縮をきたすであろう。もしこの対策が不完全

であれば,A国 における政府 自身の金不胎化による関税の支払い と,A国 輸出

業者の所得減少が結合 した結果を もつ。そのほか二国産業の資源移動の難易,

輸入品の需要弾力性に よる対外支払額の増減に よって,い くつかの考えうるケ

ースがのべ られ る
。(3)A国 におけるイ ンフレ政策の場合。金の累増を防 ぐた

めA国 では通貨膨脹をお こなって国内支出を増加 させ ようとす るな らば,輸 出

産業は相対的に不利 な状態におかれ る。 これ もE国 の輸 入 需 要 弾力性の相異

と,A国 内における資源移動の難易に よって,A国 に有利な結果をもつか,E

国に有利な結果がえられ るかは,一 義的に断定 しえない。所得効果 と価格 ・再

配分効果はまった くの ところ相対的に分析されつ くしているといってよい。

W

最後の三章は,労 働意欲および投資選択にあたえる租税の効果をとりあつか

う。 これ までの諸章における 「資源所有者」概念が,き わめて広義かつい くぶ

ん不明確 な意味を もっていたの とは異なって,労 働力保有者および投資選択の

主体を明確に予定 しているだけに,私 は節をあ らためてのべてもよい理 由をも

つように思える。

第10章 の労働意欲にあたえる租税の効果については,こ れ まで現われなか っ

た経済の成長状態を背景においた著者の議論が,わ ずかではあるけれ どもくみ'

とれる。 これは労働供給の問題を考える うえで注意すべ き視点であるように思

える。著者の考える成長の側面は,第 二節でのべた ように,支 出の資産効果に

関係を もつ。いま物価を安定的に維持 して,投 資が続け られるな らば,投 資の

二重効果に よって,貨 幣需要と生産力とが上昇する。いまこれがバランス しな

が ら成長する状態 を考える。 この状態は公衆の資産保有を増加 させ,そ れにと

もなって消費需要が増加す る。 これは人 々の余暇需要および人的用役の需要を
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増 加 させ るで あ ろ う。 したが って 「余暇需要に あたえる 『資産』効果は正であ

る」(P.231)。 長 期 的 にみ た とき,労 働時 間 の短 縮 それ と補 完 的 な 余 暇需 要の

増 大は,生 産 力増 加 に と もな う公 衆 の 資産保有の増加に説 明が もとめ られ るで
くり

あろ う。 したがって,労 働 と余暇の無差別曲線 をもちいた分析は,現 実には雇

用の制度的な条件が限界計算を不可能 としてい るとい う事情によって,背 後に
く　　

お しや られ て しまうことにな る。

長期的 には生産力の増加に よって余 暇需要が説 明 され ると して も,限 界 分 析

は 短 期 的 に あ るい は労 働 供給のbehaViorを 説 明で き ないで あ ろ うか 。 著 者 の

しめす分析方法 は,ピ グ ーの例 に な ら う もので あ る。そ して この個所では,「

不 必 要 なほ ど限 定 的 な 見解 で あ る」(P.141)と 批 判 して い た,R.A.Musgrave

の い う"differentialincidence"の 手 法 が もち い られ て い るの も興味 があ る 。 ピ

グーの手法 とは,租 税 が所 得 の再 配分 効 果 を もつ ことおよび告示効果 を もつ こ

と,こ の二 つ の効 果 を 区 別 して考 え ることであ り,マ ス グ レ ィヴの"differential

incidence"と は,同 額 の収 入 を あげ るた めに対 応す る二つの租税 が,ど の よ う

な効 果 を もち,そ れ らの所 得分 配 に あ た え る効果 を理 論的に判定 しようとい う

くヨ　

もので ある。対応す る二 つの租税 と して著者は所 得 税 と 純 資 産 増 加 税(net-

WOUthtax)を と る。後 者 は サイ モ ンズ の主張 す る所得概念 を課税標準 とす る も

くり

ので あ り,同 額の税収をあげ るためには所得税率 より課税標準が広義のため税

率は低 く,限 界税率は無視 してもよい。所得再分配効果か らみると累進的純資

産増加税は,比 例的純資産増加税に くらべて貧者 より富者に重 く,資 産効果に

よる余暇需要は富者に強い制約をあたえ,彼 らは 自ら働か ざ るを えな くなろ

う。 しか し貧者に とってはか りに累進的純資産税をかけ られたとしても,労 働

(1)マ ス グ レ ィヴ 教 授 も,生 産 力 増 加 に と もな う余 暇 の 増 加 を指 摘 す る。 しか し,

資産 効 果 か らで は な く,歴 史的 解 釈 に よ って い る。(]f,Musgrave,op.cit.PP.238
-9 .

(2)拙 稿,「A.R.プ レ ス ト 「財 政 の 理 論 と実 際 』 」 商 学 討 究Vol.11,Nos.3&4

(1961年3月),P.135を み よ。

(3)Musgrave,op.cit.,P.212."Differentialincidence"に た い し て,ロ ル フ が 消 費

税 ・輸 入 税 の 個 所 で も ち い た 帰 着 論 は,"speci士ictaxincidence"と い え る 。

(4)HenryC.Simons,PersonatIncomeTarcation(Chicago:ChicagoUniv.Press,

1938),p.50.
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意 欲 はか わ らないで あ ろ う。 告 示効果 については,正 の限 界 税 率 は余 暇 の享 受

が所 得 に計算 され ないため,限 界 税率 が高 い所 得 税 は余 暇 に代 替効果 を もち,

労 働供 給 は減 少す るで あ ろ う。 しか し代 替効果 が現実に どの ような ウエイ トを

もって作用す るか は理論分析だ けでは解決で きない。実証研究 に よると,人 々

は ほ とん ど余 暇 の価 格 に感 応 しない と報告 され てい る。

ここで私の疑 問を一つだ けあげ るな らば,分 配 効 果 に た い して は 中立 的 な 「

ゼ ロの限界税率 を もつ 」 比 例 的 純 資 産 税(P.237)を 規 準 と して,differential

incidenceを 考 え るので あ るが,比 例 税率 が 正で,限 界 税 率 が ゼ ロ と い う こ と

・は おか しい。いずれの税率 も課税標準 の増分 と納付すべ き税額の増分 の比率 を

しめ し,比 例 税 で は 比例 税 率 と限 界 税率 とがつね に等 しくな くてはな らない。

したが って この個所は不正確で あ って,「 比例 税 率 と等 しい 限 界 税率 」 とい う
くリ

ベ ぎが正確で はなか ろ うか 。

この章 の もう一つ の論点は,所 得 税 は 定 額 税 と同 じ く転 嫁 しない とい う伝 統

的命題 を批判 ・修正 してい る ことで ある。余 暇需要 を ます代替効果は,現 実 に

は 無 視 し うる ものか も しれ ない。 しか しこの効果 が作用す るものと して理論 を

組み立 てるな らば,伝 統 的 命題 は どの よ うに 修 正 しな くては な らないで あ ろ う

か。は じめに産 出高にたいす る需要は一定 とす る。 この ことか ら企業の労 働用

役需要は貨 幣賃 銀にたい して1の 弾 力性 を もつ とす る。す べ て の労働者は余 暇

と所 得にたい して同 じ選好 もつ とす る。一定 の定 額税 がすで に徴収 されてい る

もの とす る。労 働供給は企業 の労 働需要 と労 働者 の余暇需要 との交点で決定す

る。い ま余暇を所得 にふ くめない所得税 が定額税に代 わ って徴収 され た としよ

う。所 得税 は余 暇の価格を低め労 働供給は減少す る。産出高需 要は一定で ある

し,ま た労 働需 要弾 力性 は1で あ るた め賃 銀 支 給 額 は ま え と変わ らない。 しか

し産出高 は減少す る。賃 銀の上昇 に よって産出物 の価格は上昇す る。 この過 程

をた どるとき,こ こに二 つ の解 釈 が う まれ る。 一つは労 働者は所得税 を転嫁 し

ない。二 つは労働者は税 の一部 を消費者 に転嫁 した,こ れ で あ る。著 者 は 前 者

の 解 釈 を とる。それ は 「すべ ての税負担 が労 働者にひ きつづ き記入 され てい る

(1)拙 稿,「 所得税 の近代性について」 商学討究Vol。10,No.3(1960年2月),

p.79,注(43)参 照。著者のこのような表現は,10章 のそこ ・ここにみ られ る。
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のは,議 論の余地なき事実である」(p.249)か ら。その うえ後者 の 説は,い く

つかの難点をもつ。 この主張のもつ一つの意味は産出高の減少と余暇の増加が

最適配分状態を前提 したとき,所 得税はworseoffな 状態 をもた らす。 したが

って,租 税は消費者が負担す るとい うことにある。これに対 して著者は最適配

分状態を最初に前提す ることは,非 現実的であること。余暇の享受を所得に換

算 したならぽ,貨 幣所得は必ず しも消費者をworseoffに したとはいえないと

い う。つぎに労働用役需要の弾力性が1以 下の ノーマル ・ヶ一スを とると,労

働供給の減少は賃銀を高め,産 出高需要一定のもとでは代替的生産要因,と く

に実質資産所有者の所得を減少す る。これをさして転嫁 とい うこともできる。

しか しこの主張は包括性がない。所得税に よって余暇の需要が増加 したとき,

余暇の補完産業にたいす る需要は増加 し,そ れ と代替する産業 の需要は減少す

ることが考えられるか らである。

労働意欲にたい して限界税率の高い租税はマイナスの効果を もつ。 しか し制

度的な要件によって労働 と余暇の限界的選択が不可能であるとすれば,所 得効

果のみが強 く作用するであろう。租税のため所得の減少をみた人はより多 く働

こうとし,相 対的に有利な税負担 となった人は働 こうとしないであろ う。 しか

しそれとて も絶対的な生活水準のいかんに よって効果は異なって くる。

第11章 は特定の資産保有者が,資 産のもたらす将来収益について確実な予想

を もっているとき,諸 税の投資にあたえる効果をとりあつか う。 ここに諸税 と

は,個 人所得税については比例税および累進税,収 益税については比例税をさ

している。著者の結論は,こ の章における将来予想確実とい う伝統的な仮定の

もとでは,租 税は投資需要の形態を変えず,投 資率に影響をあたえないとい う

ことに もとめられるであろう。 この結論は将来の確実な収益予想が,比 例税 ・

累進税によって税引き収益を下げ るけれ ども,諸 資産相互の相対的収益性を変

化 させないこと,さ らに公債利子が免税になることによってその価格上昇 ・市

場利子率下落を もた らし,収 益率 との隔差を変 えない こと,し たがって投資形

態 ・投資率には影響をあたえないことがみちび きだ されて くる。ただ し累進税、

の場合には,所 得分配にあたえる効果によって,所 得階層間の貯蓄供給能力に
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変化をあたえることは忘れてはならない。

ロル フ教授に よると貯蓄は前期の所得か ら今期の消費をひいた差額 として定

義 されるが,貯 蓄動機は待忍説による利子獲得の説明に関連づけ られず,よ り

多 くの資産をえたいための ものとして説明され る。富をもつ ことは安心をあた

え,信 望 とか権力の源泉である。 「人 々が節約す るのは,も っとwealthyに な

りたいためである」(P.263)と のべている。 この規定はい さ さか 極端である。

たとえ予想確実な場合で も,収 益獲得のための貯蓄動機は否定 しえないであろ

う。そ うでなければ現金を保蔵す る代わ りに投資をえらぶ 理 由は 説 明 されな

いo

租 税 の 投 資 に あ た え る効 果 と し て は,最 後 の 第12章 に お け る 不 確 実 予 想 の 場

合 の ほ うが よ り興 味 が ふ か い 。 ロル フ教 授 の 分 析 は ま ずE.D.DomarandR.

A.Musgrave,"PropOrtionalIncomeTaxationandRiSk・Taking",の 紹 介 か らは じ

くり

まる。マス グ レ ィヴー ドーマ ーの論文に よる説明 と,マ ス グ レ ィヴ 「財 政理 論=

第14章 投 資 の 調整 」 とで は 若 干 作 図 上 の相異 があ り,ロ ル フの上 記論 文 に よ る

作 図(P.287)に も不 正 確 な個所 が あ る。 正 確 を期す ため,私 は マ ス グ レ ィヴの
くの

著 書第14章 の 説 明 に そ っ てのべ よ う。 しか しロル フ教授の論 鄙 ピは変わ りは な

いo

い ま一定の現金をもちそれをい くつかの収益資産に配分 し,そ の資産か らえ

られる収益に比例税がかけられたとき,は た して不確実予想の もとで危険負担

をあえておこな うとす る行動は,か えって活発になるであろ うか。答えは,ま

さにその ようにいえるとい うことである。 この命題の証明のために,ま ず最適

資産曲線を導びこう。現金以外の資産X・Zを とる。それぞれの資産 に は長

期的にえうれ ると予想す る主観的平均期待収益値 ク と損失要素rお よび利得

要素9一 それぞれ資産価格にたいする百分率で しめされ る がふ くまれ,

投資家はX・Zお よび現金をふ くめた もっとものぞましい投資物件 の混 合 を

(1)(加 漉 吻/ournalofEconomics,Vol.58(May,1944)こ れ はMusgraveand

Shouped.,ReadingsintheEconomicsげTaxation(1959),PP.493-524,に 収 録 さ

れ て い る。

(2)Theor20fPublicFinance,PP.313-322.た だ し損 失 控 除 を 認 め な い ケ ー ス を,

ロ ル フ は の ぞ い て い る。 本 稿 も こ の ケ ー ス は の ぞ い た 。
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選 ぶ もの とす る。 第 四 図 の第 三 象限 は0点 に おい てはZの み を もち,左 へ移

動 す るにつ れ てXの 比 重 が高 ま り,こ の資 産 の 混 合体 が もた らす.」,をY軸

に は か る。 この.ア は 資産 の数 量 に よる加 重 平均 を しめす 。第二象 限 は 資産混

合体 の危険要素rを しめす 。Xの 保有 が減 じ,Zが 加 え られ るに つれ 混 合 体

の危 険 は減 少 して くる。 これは 「危険 が等 しい各種 資産へ の多 様化は,資 産 分

散 度 をせ ば め危 険 を少 な くす る」原理 を反映 している。Zは),も 高 い がrも
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■3

高 い。Xは そ の 逆で あ る。第 一 象 限 は ア・rの そ れ ぞ れ の水 準 に お け る資 産 の

組 み合わせ を しめ している。aebが これ で あ る。 た だ しaebの うちaeの 部 分

は 無意 味 で あ る。 なぜ な ら同 じ危険 を もつ資産 の組み合わせであれば ・高 い収

益 をえ らぶ ことが合理 的であ るか ら。つ ぎに現 金を入れ よ う・現金は イ ソフレ

・デ フ レの場合をのぞいて資本価値変化の危険 は ない。そ の代わ りに収益 も生

じない。い まX・Zの 組 み合 わせ に現 金 を ふ くめ た と き,Ptとrは 資産 に た い

す る現 金 保有 比率 と同率で低下す る もの とす る。 し た が って資産混合体 ノ の
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半 分 を現 金 と して もつ な らば,Ofの2分 の1の 点mの 両 座 標 が,新 し く現 金

を ふ くめた 資産 混 合体 の.7とrと な る。 こ こで も ま え の 理 由 と お な じよ う

に,投 資家 は 同 じrの もとで は 高 いPtを 好 む た め,0点 か らの動 径 とebと

の接 点Ogが 意味 を もつ 。 か くして え られ たOgbは,現 金 をふ くめ た 資産 混

合 体 の もつ ク とrに た い して,と られ るべ き最 良 の 資産 の組 み合わせを しめ

す 。Ogbは 最 適 資産 曲線 と よばれ る。

つ ぎ に投資家のrとPtに た いす る無 差 別 曲線 の形態 を しめそ う。所 得 の限

界効用は所 得の増加に と もな って低下す る。危険 の限界非効用は危険 の増加 に

ともなって増 加す る。 したが って二つの限 界代 替率は プラスであ る。 さ らに こ

の無差 別曲線は所得 ス ケールの増加につれて危険 にたいす る代替率は小 さ くな

る。 このため0点 か らPtの 増 加 につ れ て無 差 別 曲線 の傾 斜 は次第 に 鈍 化 し

て くる。i、,i,ら が これ を しめす 。 この よ うな選 好形態 と最適資産 曲線 に もと

つ いて,投 資家 は も っ と も上 位 の無 差 別 曲線 とOgbと の接 点 に お い て,彼 の

資産 の組 み合 わ せ を決 定 す る。M点 が そ れ を しめ す 。

い まM点 に おけ る資産 保 有 に た い して,損 失 部分 を課 税 所 得 か ら控 除す る

厭

O

Bso
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丞
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比例 所 得 税 が か け られ た とす る。Pt・・9-rで あ るか ら税率 をtと す る と,税

引後 はPtt-(1-t)9-(1-t)rし たが ってy・=(1-'》 と な る。 損 失控 除 を 認

め る所 得 税 は,税 率 だ けPtもrも 切 り下 げ る。 これ は つ ぎの 第 五 図で しめ さ

れ る。50パ ー セ ン トの比 例 税 はOGBをOGs。Bs。 ヘ シ フ ト さ せ る 。 これ は

OGBを 半 分 に縮 尺 した税 引後 の 資産 曲線 とな る。 この投 資家はM点 で しめ

され た ア とrの レベル の もとで,XとZを 所 有 した と き,課 税 後 に は 彼 自

身 はM5・ 点 の ク とrを もつ で あ ろ う。 この 点 は彼 に とって税 引 後 の最適選

択点を しめ さない。彼はD」 ・点 で均 衡 点 を み い だす 。 この よ うに比 例 税 率 の

増加 に よって,投 資家 の均 衡 点 の 軌 跡 はMDs。Oで しめ され る。D」・点は 課 税

後 に お け る投 資家 のPtとrを しめす け れ ど も,D∫ 。点 に対 応す る資産 は,課

税 まえで はD点 に おけ るJl7とrを しめ して い る。 この ため 損 失控 除を認め る

比例所 得税は,危 険 負 担 を い っそ う引 き うけ よ うとす る投資家 の行動 を よびお

こす ことになる。

以上 の よ うなマス グ レ ィヴ教授 の分析 と結論にたい して,ロ ル フ教 授 は つ ぎ

の よ うな評 価 をあ たえてい る。す なわ ち,こ の分 析 は 証券 と現 金 とを も と うと

す る投 資家のin㏄ntiveに つ い て の分 析 で あ って,比 例 税 に よる 証 券 需 要 の増

加 が,金 融 機 関 に よ る証 券 供給 と適 合 す るか ど うか は保障 され ない。 また人 々

の趣味 の変化 に よる危険投資の選 択状態 は,必 ず し も うえの分 析 の よ うに 明確

で はない。危険投 資の増加が,経 済 成 長 の 原動 力 とな る生産 力 の増加 を もた ら

すか どうか も不確定であ る。 この ような要点をあげ たのち,マ ス グ レ ィヴー ド

ー マ ー の分 析 した ケースは比例所 得税が投 資選 択に対 して ,中 立 的で は な い と

い う意 味 を もつ に と どまるとい う。 ロル フ教授 自身の見解は法人企業 の実質 的

投資 にたいす る租税効果が,マ ス グ レ ィヴ教 授 のそ れ とは 逆 の結論 と してのべ

られ てい る。すなわち租税 に よって法人 の新株発行 に よる資金調達は抑制 され

るとい うこと,こ れで あ る。そ れ は こ うで あ る。法 人企業 の経営者は損失控 除

を もつ比例所 得税に よって,マ ス グ レ ィヴ教 授 の い うよ うに い っそ う危険 な投

資にむか うであ ろ う。 しか しこの投 資資金の調達は内部留保 を こえる金額につ

いては,外 部 に求 め な くて は な らな い 。配当にたい して課税 され るな らば,所

得 効 果 に よ って税 引後 の配 当 は小 とな る。 この効果 は非課税 の不動産需要を ま
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すであろ う。配当の減少 と不動産所得の相対的有利性に よって,法 人企業の新

株発行による資金吸収は困難 な事態におちいる。

比例所得税は資産価格にたい してどのような効果を もつか。マスグレィヴ流

の分析では負の租税還元(negativetaxcapitalizalion)に よって,資 産価格の上

昇 をもた らす。 しか し金融機関の市場操作によって,必 ず しも資産価格の上昇
』
とな らないか もしれない。 また既存資産に課税されるな らば,不 確実予想のも

とで もその価格は下が り,新 資産の価格は上昇するであろ う。古い家屋の売買

価格が下が り,新 しい家屋 を所右 しようとす る傾向は,実 質投資におよぼす租

税 の効果 といえよう。新資産に課税されたな らぽ,逆 に旧資産に対する価格効

果 を生ずるであろ う。この結果投資物件への資源配分は まえと異なった結果を

もつ。一般的にい うと,投 資にたいする効果はまず収益減少 という所得効果を

もち,相 対的に有利な他の資産へ代替効果を もつ。一般税では所得効果が強 く,

部分税では代替効果が強 く作用する。不確実予想の もとでは,人 々は課税 まえ

よりも,い っそ う確実な収益資産を選択する傾向をもつ。

V

本書の主要内容は,お よそ以上のごときものと考えられ る。いささか詳細に

わ たった個所 もあるけれ ども,こ れは著者の推論が きわめて省略の少ない展開

を しめしていたか らであった。ただ し第2・3の 二章は,租 税転嫁論と直接の

つ なが りを見せなか ったため,必 要なところをのぞいて,本 稿ではふれる機会

が少なかった。 この二章の問題は,政 府活動におけ る効率 とその評価について

の諸問題 として,い ずれ稿をあ らためてのべなければな らない。

この書物における著者の主張には,い くつかの特色がみ られる。なかで も注

目すべ き主張は,消 費税の生産要因所得への帰着説であろ う。本稿第 璽節での

べ たように,著 者の結論には,い くつかの前提がおかれていた。すなわち,完

全競争 ・市場における財貨需要の一定 ・線型的生産函数そ して消費税の法定納

税義務者が消費財生産者であるとい う現実的な観察,こ れである。これ らの諸

前提がおかれるとき生産者は数量調整によって自己の利潤極大をはか り,そ の

た め生産要因の雇用を減少す ることは,論 理の正当な帰結であ った,と い うこ
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とが で き るで あ ろ う。 ふ つ うの意味 での租 税の前転が,生 産 段 階 か ら消費 段 階

へ,価 格変 化 を つ う じて租 税 の移 転 を さす ものであ るな らば ,ロ ル フ教 授 の 生
の

産要因所得帰着説は,租 税後転説 といってよいであろう。

ただ しロルフ教授の後転説は,一 般消費税の場合には,相 対的転嫁 とい うよ

りは絶対的転嫁を意味 していると思われる。い ま政府がすべての消費財にある

パーセ ン トの租税を課 したとするな らば,消 費財の相対価格は不変であ り,消

費者の実質所得が減少するのみである。民主社会の租税賦課は,い うまで もな

く租税法定主義によっておこなわれ る。国民への伝達はただちに普及す る。と

すると生産者は安んじて消費財価格をいっせ いに前転で きる社会的背景がある

であろ う。 しか し著者の考えは,ピ ックス的ないみでの所得効果 を租税が もっ

ているとい うことではな くて,租 税はデフレ的措置 として,税 額だけ貨幣所得

を減少せ しめるところに所得効果の意味をあたえている。著者は一般消費税が

相対価格を不変 とするという消費財市場の表通 りに視点をお くのではな く,要

因市場における要因価格の絶対的減少とい う裏通 りをみているのである。租税、

のデフレ効果は貨幣所得の絶対的減少に原因がある。裏通 りとい う比喩が まず
く　　

けれ ぽ,「 帰 着 分 析 を所 得 面 の変 化 に限 定 してい る」 といいか え て もよいであ

ろ う。 この意味では,ロ ル フ説 の一 面性 は否 定 で きない と思 う。

ロル フ教授 の後転説 は,消 費 税 の帰 着 につ い てい っ てい るのであ って ,そ の

他 の諸 税 を も考 察 の対 象 と した分析では ない。 この ことは消費税 とい う特定の

租 税帰着 を分析 した ものあ って,"specifictaxincidence"と い う転嫁 分 析 に お

け る一 つ の区 分 に入 るであ ろ う。そ のいみでは人的 ・物 的を とわず,資 源所 有

者 の所 得 減 少 とい う帰 結 は認 め られ るであ ろ う。 しか し資源所 有者あ るいは生

産 要因 とい ってい ると きの概念 の広 さには,い さ さか 悩 ま され る ものが あ る。

しば しば労 働所 得 を さす こと もあ り,企 業 所 得 を もふ くめ る こ とが あ る。 もと

もと要素費用 国民所得概念 を と らない著者 の立場 を認め るな らぽ,問 題 は ない

か も しれ な い 。 この著 者の態度は,絶 対 的 帰 着 を説 くもの と しては 当然の こと

であ ろ う。 しか し著者 自らが 「相対論的科学 と しての経済学は相対分析を と ら

(1)宇 田 川 璋 仁,前 掲 論 文,P.46.

(2)Musgraue,op.cit.,p.228fn.

ノ
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『な くては な らな い」 とい うと き
,わ れ わ れ は ロル フ説 の解 釈 に 困惑 を感ぜ ざる

をえない。著者が消費税 を分析 してい るとき,そ れ はspecilfictaxincidenceで

あ った のに た い して,労 働 意 欲 と租 税 の 個所 で は,differentialtaxincidenceを

分 析方 法 と して いた 。そ して この方法を とる ことに よって,所 得 分 配 に あ た え

る効 果 が 論 ぜ られ てい る。労 働意欲 の問題 と消費税転嫁 の分析 とを対比 してみ

ると き,そ こに は 分 配状 態 の 相対 的変 化 とそ の絶対的変化 とが浮か びあが るで

、あ ろ う。 この二つのいずれが租 税の帰着 と よぶにふ さわ しいのであ ろ うか 。 こ

の 二方法 の併 列は ロル フ教授 が転嫁 とい う概念に明確 な定義 をあた えない こと

に起因す るのでは なか ろ うか 。

本書 におけ るい ま一つの注 目すべ き主張 は,租 税 が 民 間 経 済 か ら貨 幣 を吸 収

す るデ フ レ的手 段であ って,消 費 者 満足 の喪 失 をあ た え る もの として考 えてい

ない ことであ ろ う。著者 の考 えは,要 因所 得 帰 着 説 とあ い まって租 税 の価格上

昇作用 を否定 してい る。 この主張 を支 える ものは第H節 で のべ た ロA'e-一トソン

流 の期 間 分 析 で あ った し,ヒ ックス 的 な所 得 効 果 を し りぞ け る こ とに よ っ て

も,著 者 の考 え を傍 証 で きるで あ ろ う。著者が主張 しているのは,第1節 で の

べ た よ うに純 粋理 論 の立 場 であ って,消 費 者 主 権 を価 値 基 準 と した厚 生経 済学

の立場 ではない。著者が"betteeroff"あ る いは"worseoff"と い うと き,そ れ

'は選 択順 位 の変 化 で は な くて ,実 質 タ ームで はか った産 出高 の変化をい う。 巨

ル フ教授 自 らこの よ うな定 義を"cool-blooded"で あ る と よん で い るけれ ど も,

(p.120fn.),彼 の場 合 には お よそ 「最 適 」状 態 を基準 と した考 えはでて こない

といわ な くてはな らない。 したが って著者が 資源の再 配分効果 を分析 の一視 角

と していて も,そ れ が租 税 に よ って歪 曲 され た 資源 配分状態であ るのか,是 正

され たそ れ で あ るのか,判 定 で きない とい う性 格 を もってい る。 しか しこの点

・は租税 の役割 りと効果 についての基本的 な視 角の相異であ って ,マ ス ブ レ ィヴ
くユ　

やA.R.プ レス トの財 政学 とは性 格 を 異 にす る点を指摘 し,Ptル フ 財 政学 の

立場 を 明確 にす れ ば足 りるであ ろ う。

(1)拙 稿,「 政 府 予 算 決 定 論 覚 書 一R.A.マ ス グ レ ィヴ の所 説 に つ い て 一 」 商 学 討.

究,Vol.11,No.1(1960年8月)お よ び 「A.R.プ レ ス ト 「財 政 の 理 論 と 実 際 』」,

」 」,上 掲 書,Vol.11,Nos.3&4.(1961年3月)。
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本 書 で 展 開 され て い る分 析 の なかで,類 書 に み られ な い もの とい えば,そ れ

は 輸 入 関 税 の転嫁 分 析 で あ ろ う。分 析そ の ものの深化 とい う点か らみる と,二

国 の生 産 要 因 賦存 度 に 明確 な仮定 をおいたP.ウ ェル ズ の分 析 に す ぐれ た もの
くり

をみいだ しうるけれ ども,比 較的研究の少ない領域にメスを入れたことは特筆

に値するであろ う。本書を全体 としてみるとき独特な視点と,特 殊な概念規定

を もちなが らも,財 政の経済理論 としてはA.C.ピ グーの 「財 政学 研究」か

ら,現 在におけるいっそ う洗錬された研究 までの,中 間に位す るといえるであ

ろう。なかんず く伝統的転嫁論にたいす る批判は,著 者の名とともに永 くの こ

ることと思われる。(37.1.10)

(1)拙 稿,「 消費税 の一 般均衡分析 に おけ るウ ェルズ とジ ・ンソン」小樽商大 創立

五十 周年 記念論交集(1961年8月),pp.103fL
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